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 2023年11月13日  

各 位  

 

会  社  名 アジャイルメディア・ネットワーク株式会社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  宮 地  広 志 

 （コード番号 6573 グロース） 

問 合 せ 先 取 締 役 C F O    川 上  元 樹 

 （TEL 03-6435-7130（代表）） 

 

合弁会社の設立に向けた基本合意書締結に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、ENJIN GROUP株式会社（本社：東京都区、代表取締役： 以

下「ENJIN 社」といいます。）及び株式会社 ACD（本社：東京都区、代表取締役： 以下「ACD 社」とい

います。）との共同出資により、合弁会社の設立を前提とした業務提携に関する基本合意書を締結する

ことを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 合弁会社設立の目的・理由 

当社は「世界中の“好き”を加速する」をビジョンに掲げて、ファンの育成や活性化を目的とした中

長期のマーケティングコミュニケーション支援を様々な企業に提供してきました。設計し運用してきた

ファンコミュニティの実績は、200ブランド以上・累計 240万人にも及びます。 

ENJIN社は、2019 年に一般社団法人日本国際化推進協会（以下「JAPI」といいます）の事業会社とし

て設立され、JAPIが行っている日本に留学経験のある外国人（以下「帰国留学生」といいます）のネッ

トワーク化活動を通じて、JAPIがつながっている世界 120か国 219組織の帰国留学生ネットワークを通

して日本の魅力を発信する事業を行う企業です。同社は、その事業の一環として、海外の大学とインタ

ーシップ提携をした外国籍インターシップ事業や、地方自治体や国内の有名ブランド並びに大手芸能及

び音楽事務所を対象としたグローバルブランディング事業などを行っております。 

ACD 社は、ANAホールディングス株式会社が出資するジョイントベンチャー企業であり、「商売に国境

をなくす」をビジョンに掲げ、日本企業の中国での越境ビジネス展開のノウハウ（現地プロモーション

や言語・決済・物流まで一気通貫のサポート）、特に中国現地主要モールには「全日空海外旗艦店」の売

り場を有し、中国への日本酒オンライン販売では毎年トップシェアを誇ります。またインバウンドビジ

ネス領域でも中国 13 億人が利用する WeChat による訪日中国人 DX サービス（WeChat ミニプログラムの

サブスクサービスからフルスクラッチ開発・インバウンド集客プロモーション）部門でも３冠（マーケ

ターが選ぶ注目の中国進出サービス NO.１／中国進出のトータルサポートが充実 NO.１／スタッフ対応
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が充実しているサービス NO.１）を達成し（https://www.wesearch.jp/lp/001.html、株式会社日本マー

ケティングリサーチ機構調べ）、日本の都道府県への公式 WeChat ミニプログラムの導入シェアで NO.１

（47 都道府県中 26 都道府県で導入済み）です。更にフジテレビ系列のテレビ局と連携し、日本最大規

模の中国人 SNSコミュニティ（WeChat・BiliBili等）を有し、日本人特撮ヒーロータレントを主軸に 100

万人を超えるファンコミュニティ運営からグッズ販売並びに中国現地イベントまで手掛ける総合マネ

ジメント業務を行い、今年７月に４年ぶりに行われた中国 30 万人の動員数を超える BilibiliWorld へ

のタレント出演の成功を皮切りに、現地ファンミーティングやクルーズ船イベントなど来年春までにも

数々の中国現地イベントを手掛ける中国市場開拓支援トータルサポートを主な事業とする企業です。 

当社はこれまで、企業やブランドのファンの育成・活性化を支援するファンマーケティング事業を主

軸事業としてきましたが、当社が新たな顧客を獲得するには、新サービスの導入や新しい機能の開発・

追加をする等、既存サービスの付加価値を高めていく必要があり、それらを達成するために、自社のリ

ソースだけに頼るのではなく、様々な分野での運用ノウハウに長けている企業と新たに業務提携等を行

うことを模索し、複数の M&A 仲介業者に提携先の探索を打診しておりました。このような中、ENJIN 社

及び ACD社をご紹介いただき、３社の業務提携により、中国という新たなマーケットに事業を展開する

機会を得ました。 

中国は人口 14億人、GDPは日本を抜いて世界第２位という巨大な市場であり、中国上海でのアーティ

ストライブエンターテイメント市場は力強く復活しており、公演回数、興行収入、観客数などがすべて

2019年コロナ禍前の水準を大きく上回っています。 

中国市場における日本人タレントの人気は非常に大きいにも関わらず、中国人ファンコミュニティ形

成が言語の問題と情報発信プラットフォームの問題（グレートファイヤーウォールによる規制）で極め

て限定的に行われておりました。今回の合弁会社はこの課題を解決することで今後より大きく飛躍する

分野と考えており、これまで当社グループと ENJIN 社及び ACD 社には取引関係はありませんでしたが、

当社のファン育成・活性化のファンコミュニティ運用ノウハウと ENJIN 社の海外インターンシップを活

用したグローバルブランディング力と ACD 社の中国現地 SNS を活用した WeChat アプリ開発並びに中国

現地プロモーションノウハウをかけ合わせ、相互補完し合い協力関係を構築していくことで、まだ成長

途上である日本人タレントの中国ファン向けファンクラブ事業に挑戦するため、合弁会社を設立するこ

とを検討することといたしました。 

中国は人口 14億人、GDPは日本を抜いて世界第 2位という巨大な市場で、そこでの日本人タレントの

活動は、今後より大きく飛躍する分野と考えられます。この巨大なマーケットで、当社がこれまで培っ

たファンマーケティングの知見を活かし、中国ファン向けファンクラブ事業のマーケティング支援を行

うことを検討してまいります。 

 

２． 合弁会社の概要 

（１） 名 称 未定 

（２） 所 在 地 東京都 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 宮地 広志 
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（４） 事 業 内 容 中国向けファンクラブ運営事業 

（５） 資 本 金 未定 

（６） 設 立 年 月 日 2024年 12月（予定） 

（７） 決 算 期 12月 

（８） 純 資 産 未定 

（９） 総 資 産 未定 

 

（10） 出 資 比 率 

アジャイルメディア・ネットワーク株式会社（51％） 

ENJIN GROUP 株式会社（35％） 

株式会社 ACD（14％） 

（11） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 当社は当該会社の発行株式の 51％を取得する予定です。 
 

人 的 関 係 当社の代表取締役宮地広志が代表取締役を兼務する予定です。 

 
取 引 関 係 

当該会社からの当社へのバックオフィスに関する業務委託契約を締

結することを予定しております。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
当社の子会社に該当します。 

※資本金、純資産及び総資産につきましては、決定次第改めてお知らせいたします。 

 

３． 業務提携の相手先の概要 

（１）ENJIN GROUP株式会社 

（１） 名 称 ENJIN GROUP 株式会社 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区神宮前３-27-15 FLAG内 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 大村貴康 

（４） 
事 業 内 容 

日本と世界を繋ぐプラットフォーム「Enjin」の運営、海外向けブ

ランディングサポート事業、海外進出サポート事業 

（５） 資 本 金 71,500 千円 

（６） 設 立 年 月 日 2019年１月 23日 

（７） 大株主及び持株比率 

WA Holdings株式会社（37.12％） 

奥園哲行（23.70％） 

一般社団法人日本国際化推進協会（15.80％） 

（８） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 該当事項はありません。 
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該 当 状 況 

（９） 
最近３年の経営成績

及 び 財 務 状 況 
相手先の意向により、非開示とさせていただきます。 

 

（２）株式会社 ACD 

（１） 名 称 株式会社 ACD 

（２） 所 在 地 東京都江東区辰巳３-９-27 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 古居弘道 

（４） 
事 業 内 容 

ミニプログラム構築、越境アプリライブ配信、アプリ横断型越境

ECなどの中国市場開拓支援サポート事業 

（５） 資 本 金 173,700 千円 

（６） 設 立 年 月 日 2016年３月１日 

（７） 大株主及び持株比率 

山陰中央テレビジョン放送株式会社（43.07％） 

CX株式会社（27.95％） 

ANAホールディングス株式会社（25.03％） 

（８） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 
最近３年の経営成績

及 び 財 務 状 況 
相手先の意向により、非開示とさせていただきます。 

 

４． 日程 

① 
取 締 役 会 決 議 日 

基 本 合 意 書 締 結 日 
2023年 11月 13日 

② 合 弁 契 約 締 結 日 2023年 11月 30日(予定) 

③ 合 弁 会 社 設 立 日 2023年 12月（予定） 

④ 事 業 開 始 日 2024年 12月（予定） 

 

５． 今後の見通し 

本件が当社の 2023年 12月期連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおります。翌期以降の業

績については現在精査中でありますが、適時開示が必要になった場合には速やかにお知らせいたします。 

以上 


